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食品安全におけるリスクコミュニケーション

どのような評価／管理を行うかを決定する時に関係者間で

情報を共有し、意見を交換すること

食品安全委員会
厚生労働省
農林水産省

消費者

生産者

製造・加工業者

流通・小売業者

科学者

リスク分析に活かしていく

リスクコミュニケーションとは・・・

リスクについての、個人、機関、集団間での情報や意見のやりと
りの相互作用的過程

（National Research Council  1989)



季刊誌などの発行

主要な評価内容について分かり
やすく説明

リスク評価などのDVD作成と配布

←制作
DVD

分かりやすいツール

→ 地域の指導者にも配布

ホームページからのプレ

スリリース、情報提供など

リスクコミュニケーションの取組み（１）

食品の安全に関する知識と理解の増進

食品安全委員会e-マガジン
週１回の配信
現在の登録者数 約６,２７０名



食の安全ダイヤル

月曜～金曜（祝祭日・年末年始を除く）
１０：００～１７：００

「食の安全ダイヤル」
TEL ０３－５２５１－９２２０・９２２１

国民の皆様から食品

の安全性に関するお

問い合わせ、ご意見、情報提供

これまでお問い合わせ件数 ４，０２５件 （平成２０年６月末）

よくある質問については、Ｑ＆Ａとして整理し、ホームページに掲載

リスクコミュニケーションの取組み（２）

食品安全モニター（全国の470名に依頼）

モニターからの随時報告とこれに対する関係府省からのコメントの取り
まとめ（月１回）

モニターの方から寄せられた意見 ２，８３７件 （平成２０年６月末）

食品安全モニター会議 ５７回 （平成２０年６月末）

リスクコミュニケーションへの国民のニーズの反映



委員会・調査会の公開（傍聴・議事録公開）

原則としてすべての議事を公開

議事録のホームページへの掲載

議事概要をメールマガジンに掲載

リスクコミュニケーションの取組み（３）

評価結果等についての

意見・情報の募集

食品健康影響評価等に対する国民からの

ご意見、情報の募集 ３５３回 （平成２０年６月末）

透明性の確保と双方向の意見交換の促進



意見交換会（テーマを絞った講演と討論）等

意見交換会 ３２４回実施

（関係府省共催を含む。平成２０年７月末）

自ら評価開始前のリスクコミュニ
ケーションの実施

食品安全委員会委員の各地での
講演等 ８５回

（平成２０年６月末）

食品安全委員会が企画・主催した意見交換会等のテーマ

・我が国のＢＳＥ対策に係るリスク評価
・米国・カナダ産牛肉等に係るリスク評価
・魚介類等に含まれるメチル水銀に係るリスク評価
・大豆イソフラボンを含む特定保健用食品に係るリスク評価

リスクコミュニケーションの取組み（４）



子供を対象とした小冊子の作成

リスク分析の考え方や食品安
全委員会の役割をやさしく解説し
た食育にも役立つ冊子を作成し、
幅広く配布

子供を対象とした「ジュニア食品安全委員会」の開催

リスクコミュニケーションの取組み（５）

平成１９年度から、小学生な

どを対象に、食の安全について楽
しく学ぶ「ジュニア食品安全委員
会」を開催



意見交換会の主なテーマ別・年度別実績

1012214リスクコミュニケーション

44
3８６１１７9

その他（添加物、遺伝子組
換え、イソフラボンなど）

3246２９７０６９１１２３８計

1823112
リスク管理（輸入食品の監
視、食品衛生法など）

25142144食品安全・リスク分析全般

2022952化学物質・汚染物質

483231552農薬

159133329795BSE

合計
２０年度
（８月１日
現在）

１９年度１８年度
１７年
度

１６年度１５年度



リスクコミュニケーション専門調査会の活動

平成１５年９月 第1回リスクコミュニケーション専門調査会

～ 現状分析を中心に議論

平成１６年７月 「食の安全に関するリスクコミュニケーションの現状と課題」

とりまとめ

平成１６年８月 第10回リスクコミュニケーション専門調査会

～ BSEに関するリスクコミュニケーション、事例報告等を

ふまえてリスクコミュニケーションの改善に向けての議論

平成１８年１１月 「食の安全に関するリスクコミュニケーションの改善に向けて」

とりまとめ

平成１９年１月 第29回リスクコミュニケーション専門調査会

～ これまでのリスクコミュニケーションに関する取組を通して得ら

れた経験と課題をふまえ、更なる改善に向けての議論

平成２０年８月 「意見交換会の実施と評価に関するガイドライン」

「地方自治体との協力における当面の取組方向」 とりまとめ



地域の指導者等育成への取組

平成１８年度 指導者育成事業 開始

平成１９年度 リスクコミュニケーター（ファシリテーター）育成事業 開始

平成２０年度 リスクコミュニケーター（インタープリター）育成事業 開始

実績

開催数 受講者数

指導育成 平成１８年度 １４回 ９２０人

平成１９年度 １１回 ７５９人

リスクコミュニケーター育成

平成１９年度 １１回 ３２５人

地域におけるリスクコミュニケーションを積極的に推進するため、食品の
リスク分析の考え方や食品安全委員会の活動等を自ら理解し、分かりや
すく説明できる人を育成する。

目的



無回答
40.8%

活動したことがある
18.5%

活動していない
34.2%

これから活動する
予定がある

6.5%

受講者の活動状況

回答者：H１８年度地域の指導者育成講座受講者のうちH１９年度

リスクコミュニケーター育成講座を受講した１７３名

クロスロード「食の安全編」を今後あなたの日頃の
活動で実施してみたいと思いましたか。

本講座で得た知識・経験を踏まえ、地域の方にリスク分析の
考え方を浸透させるため、受講後、何か活動をされましたか。

ぜひ実施した
い

24.2%

できれば実施
したい
63.4%

あまり実施し
たくない
5.6%

実施しない
2.7%

4.1%

回答者：H１９年度地域の指導者育成講座受講
者 ６９９名



無回答
40.8%

活動したことがある
18.5%

活動していない
34.2%

これから活動する
予定がある

6.5%

受講者の活動状況

回答者：H１８年度地域の指導者育成講座受講者のうちH１９年度

リスクコミュニケーター育成講座を受講した１７３名

本講座で得た知識・経験を踏まえ、地域の方にリスク分析の
考え方を浸透させるため、受講後、何か活動をされましたか。

・地域の学習会、講演会、地域の消費者
等の

集まりでリスクコミュニケーション

・団体の会合でリスクについて話した

・高校生へクロスロードの実施

・ボランティア団体で意見交換

など

活動内容



Ｑ これまで食品安全委員会が取り組んできたリスクコミュニ
ケーションは、情報の共有や関係者の相互理解の促進とい
う観点から、どの程度の効果を上げていると思いますか。

（ｎ＝４６０、単数回答、単位％）

かなり効果を上げている ２．４

ある程度
効果を
上げている

５０．４

あまり効果を
上げているとは
いえない

３７．４

全く効果を上げていない ２．６

わからない ７．２

調査対象 食品安全委員会 eーマガジン読者
調査方法 Webアンケート
有効回答数 ４６０サンプル

リスクコミュニケーションの評価



Ｑ あなたは、食品安全委員会が行う情報提供と意見交換に

（ｎ＝４６０、単数回答、単位％）
ついて、どのように思いますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４８．３ ５１．７そう思う そう思わない

３６．３ ６３．７

５０．２ ４９．８

３１．１ ６８．９

欲しい情報が伝わっている

内容がわかりやすい

機会が確保されている

双方向性が確保されている

調査対象 食品安全委員会 eーマガジン読者
調査方法 Webアンケート
有効回答数 ４６０サンプル



【食品安全モニター課題報告（平成20年６月）】

Ｑ 食品の安全分野における行政のリスクコミュニケー
ションの評価

食の安全の分野における行政のリスクコミュニケーションの評価

12.6

1.3

61.5

39.1

13.6

38.9

2.0

4.0

10.1

16.5 0.2

0.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

『今回調査(n=405)』

『平成15年度調査(n=455)』

①適切に行われていた ②十分ではないが行われていた ③ほとんど行われていなかった

④まったく行われていなかった ⑤わからない 無回答・無効回答



【食品安全モニター課題報告（平成20年６月）】

Ｑ リスクコミュニケーションが適切に行われなかった
理由（前ページの③または④を選んだ方が回答）

食の安全分野でリスクコミュニケーションが適切に行われなかった理由

20.6

52.5

25.4

8.6

41.3

34.3

6.3

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

『今回調査(n=63)』

『平成15年度調査(n=198)』

①必要な情報は早く正確に提供されていない

②消費者側からの情報や意見を汲み取るシステムが不十分

③関係者相互の間でお互いのギャップを解消するような機会が十分にない

無回答・無効回答



リスクコミュニケーションの
更なる改善に向けて（１）

■リスクコミュニケーション（広報）改善
ＰＴを設置して本格的な改善に着手

・食品安全委員会のビル内における情
報の提供

・プレスリリース、ホームページ、メール
マガジン等の見直し

・教育現場への働きかけ

■情報発信のあり方についてリスクコ
ミュニケーション専門調査会で議論

■子供を対象とした“ジュニア食品安全
委員会”の開催

１．ニーズに応じた情報発信

○幅広く知ってもらうための

取組

○分かりやすい情報発信

現在の取組状況更に改善が必要なこと



リスクコミュニケーションの
更なる改善に向けて（２）

現在の取組状況更に改善が必要なこと

■ブリーフィングなどの実施

■懇談会等における基礎的な情報提供

３．マスメディア対応

○ 丁寧な対応

○ 分かりやすい情報発信

■意見交換会のガイドラインの作成と、こ
れに沿った設計・評価

■進行役などに必要な能力を有する人
材の育成 （地方自治体と共同）

■講座受講生を活用した意見交換会の
実施

２．意見・情報の交換の

双方向性

○多様な意見交換会の取組

○意見を出しやすい環境整備



地方自治体におけるリスクコミュニケーションの取組

食品安全行政の取組状況

都道府県 保健所設置市

および特別区

条例の制定 ２０ 検討中１、策定中１

基本方針の策定 ３９ １２（うち２自治体は県と

連携。検討・策定中１３）

行動計画の策定 ４１ １０（策定・検討中１４）

食品安全関係部局の連絡会議等 ４７ ３９

条例等

組織体制

・食品安全に関する総合的な窓口となる食品安全推進組織を設置

・全庁横断的組織を設置

・既存の一組織、複数組織が担当



地域におけるリスクコミュニケーションの取組

食品安全推進会議

3部・1公室

座　長：生活環境文化部長

副座長：農林水産部長

・知事公室長

・健康福祉部長

・食品の安全に関する総合的な施策・計画の　
　策定

・食品の安全に関する情報の収集・提供

・県民意見のまとめと関連施策への反映

・関係部局間の連携調整と情報の共有

・国、地方自治体、関係機関等との連携・協力

・食品安全推進委員会に関する事務

役割

幹事会 総合防災課長

福祉政策課長 健康推進課長 医務薬事課長

安全・安心まちづくり推進課長 幹事長　生活衛生課長

農林政策課長 流通経済課長 農山村振興課長

水田総合利用課長 農畜産振興課長

産業経済政策課長

商工業振興課商業貿易室長

教育庁　保健体育課長

水産漁港課長

食彩あきた推進チームリーダー

警察本部　生活環境課長

ワーキンググループ 幹事会所属課　食品安全業務担当職員

事務局　生活衛生課

15課1室1チーム

食品安全推進委員会

学識経験者、生産者、食品製造者、
流通業者、消費者　等　１２名で構成

外部委員会

・食品の安全・安心に関する県の方針

や計画、各種施策への提言

・関係者相互の情報・意見交換による課題抽出

・各種情報収集や県民意見の聴取窓口

・その他食品の安全確保に関すること

役割

食品安全推進会議

3部・1公室

座　長：生活環境文化部長

副座長：農林水産部長

・知事公室長

・健康福祉部長

・食品の安全に関する総合的な施策・計画の　
　策定

・食品の安全に関する情報の収集・提供

・県民意見のまとめと関連施策への反映

・関係部局間の連携調整と情報の共有

・国、地方自治体、関係機関等との連携・協力

・食品安全推進委員会に関する事務

役割

幹事会 総合防災課長

福祉政策課長 健康推進課長 医務薬事課長

安全・安心まちづくり推進課長 幹事長　生活衛生課長

農林政策課長 流通経済課長 農山村振興課長

水田総合利用課長 農畜産振興課長

産業経済政策課長

商工業振興課商業貿易室長

教育庁　保健体育課長

水産漁港課長

食彩あきた推進チームリーダー

警察本部　生活環境課長

総合防災課長

福祉政策課長 健康推進課長 医務薬事課長

安全・安心まちづくり推進課長 幹事長　生活衛生課長

農林政策課長 流通経済課長 農山村振興課長

水田総合利用課長 農畜産振興課長

産業経済政策課長

商工業振興課商業貿易室長

教育庁　保健体育課長

水産漁港課長

食彩あきた推進チームリーダー

警察本部　生活環境課長

ワーキンググループ 幹事会所属課　食品安全業務担当職員

事務局　生活衛生課

15課1室1チーム

食品安全推進委員会

学識経験者、生産者、食品製造者、
流通業者、消費者　等　１２名で構成

外部委員会

・食品の安全・安心に関する県の方針

や計画、各種施策への提言

・関係者相互の情報・意見交換による課題抽出

・各種情報収集や県民意見の聴取窓口

・その他食品の安全確保に関すること

役割

秋田県食品安全推進会議の
構成機関
出典：秋田県資料、「食品安全
推進」より

組織体制：全庁横断的な組織が設置された例



地域におけるリスクコミュニケーションの取組

リスクコミュニケーションを施策に位置づけているか？

施策に位置づけられている

施策を支える一事業に位置づけられている

施策の推進方向の１つに位置づけられる

施策には位置づけられていない

「とちぎ食の安全・安心・信
頼性の確保に関する基本
計画（案）」より

施策に位置づけられている

例



地方自治体におけるリスクコミュニケーションの課題

リスクコミュニケーションの姿勢

・分かりやすく信頼される情報提供

基礎知識の普及

・自治体としてどのような情報提供をするか

リスクコミュニケーションの手法

・双方向のやりとり、活発な議論が進む会議の工夫

・講演者、パネラー、コーディネーター等の人選の困難性と人材の確保

・地域におけるリスクコミュニケーションの指導者やリスクコミュニケー

ターの育成

参加者の確保

・幅広い層（特に、一般消費者、若い世代）の参加促進

他との連携

・関係団体、県・市町村、NPO団体等との共催、連携の促進

H19自治体へのアンケート調査より 有効回答数１３０自治体



地域が行うリスクコミュニケーションとの連携方策

全国の関係者との
リスクコミュニケーションの
実施は困難

分かりやすい情報・人材
等の不足

国の施策の押し付け

地域のリスクコミュニケー
ション推進のための情報・
人材の協力地域が主催するリスコミを活用

〈地域のリスコミでの支援〉
○地域のﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰﾀｰ等の育成
○講師等の派遣
○情報・教材の提供 等

連 携

方策
方策

国が有する情報・人材を活用

〈地域のリスコミでの活用〉
○派遣又は育成された人材を活
用して意見交換会等を開催
○提供された教材等を活用して普
及啓発

課題

国のリスクコミュニ
ケーション

国の施策の策定にあたって講じ
られる措置

課題

地域のリスクコミュニ
ケーション

地域に合ったリスクコミュニケー
ション

リスクコミュニケーションに関する
情報交換

地域の実状を踏まえた、リ
スクコミュニケーションの
結果をフィードバック



リスクコミュニケーション専門調査会のとりまとめ要旨

「地方自治体との協力」における当面の取組方向

地方自治体との連携方策

基礎的知識を普及するための情報・資料の提供

人材育成

リスクコミュニケーター育成講座の開催と受講者のフォローアップ

リスクコミュニケーションの共催や情報の共有

リスク管理機関の地方組織との連携

リスク評価を理解するためには、評価結果の使い方やリスク管
理措置への反映状況を知ること、リスク管理を理解するために
は、その根拠であるリスク評価についての理解や知識を得るこ
とが必須である。

・・・リスク評価を担当する食品安全委員会とリスク管理の一
役を担う地方自治体が相互に有する情報を活用しながらリスク
コミュニケーションを実施することが効果的である。



食品安全委員会の取組み

「意見交換会の実施と評価に関するガイドライン」の作成

・自治体で実施される意見交換会等での活用

・食品安全委員会、自治体におけるリスクコミュニケーションに関する

経験、ノウハウの蓄積として、改訂、修正。

進行役に必要な能力（ファシリティター）や分かりやすく説明する
能力（インタープリター）を備えたリスクコミュニケーションの担い
手の育成

人材育成講座受講生を活用したモデル的な意見交換会の開催

情報や資料の提供

・説明用パワーポイントの素材提供

・広報資料の配布

リスクコミュニケーションを通じて、自治体、国における課題の共
有化



リスクコミュニケーションの目指す姿

関係者相互の双方向性やわかりやすさを大事
にしたリスクコミュニケーションが展開されていく。

国、地方自治体、企業、消費者団体等さまざま
な関係者により、相互に連携しつつ、地域の実
態に応じたリスクコミュニケーションが自立的に
展開されていく。


